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概要 

本研究の目的は、腐敗報道の分析を通じて、中国の権威主義体制下において政治的引

き締めが強まる中での地方紙のニュース生産の特徴、とりわけその時間的変化と地域的

差異を動態的に捉えることである。本研究では党報（政治志向新聞）と都市報（市場志

向新聞）との比較の視点を導入し、半教師あり学習の手法を用いて分析を行った。具体

的には、中国の 15の省・直轄市における 22紙を対象とした量的テキスト分析を行い、

地方紙の腐敗報道フレームにおける時間的変化と地域的差異を実証的に検討した。分析

の結果、習近平体制の発足後、中国の新聞のニュース生産実践における報道フレームが

宣伝フレーム中心に転換し、地域的バリエーションが失われつつあるという実質的変化

が生じたことを明らかにした。この知見は、権威主義体制の中国における政治権力構造

の変化に伴うメディアの役割転換について実証的データから示唆を与えるものである。∗ 

 

１．問題提起 

 

本研究の目的は「腐敗」に関する報道を切口にして、中国の権威主義体制下において

政治的引き締めが強まる中での地方紙のニュース生産の特徴、とりわけメディアフレー

ムの時間的変化と地域的差異を動態的に捉えることである。 

権威主義体制の中国では、政治的規制緩和と引き締めが交互に繰り返される現象が見

られると指摘されている1。Shambaugh (2016) は中国の政治において、1998 年から 2008

年までは長い緩和期間であったが、2009 年以降政治的引き締めが再び強化されるように

なったと指摘している2。また、2012 年 11 月に習近平政権が発足して以来、政治権力の

中央への集権化がみられ、言論・メディア統制が強まっていると多くの研究者が指摘し

ている (Brady, 2017; Jaros & Pan, 2018; 小嶋, 2014)。 

 
∗ 早稲田大学現代政治経済研究所 次席研究員 E-mail: ukaisyun@aoni.waseda.jp  
∗ 本研究は、日本科学協会の笹川科学研究助成による助成を受けたものである。 
1 Shambaugh (2016)はこのような政治的規制緩和と引き締めの繰り返しを「放－収サイ

クル（英語：fang-shou circle）」と名付けている。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           
2 その原因は、国外では「アラブの春」のような民主化運動が生じ、国内ではテロ行

為が多発したことで中国共産党政権に政治的危機感が生じたためであると指摘されてい

る (Shambaugh, 2016, p. 36)。 

mailto:ukaisyun@aoni.waseda.jp
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政治的引き締めの動きに伴い、中国メディアのニュース生産はどのように変化してい

るのか。これまで先行研究は主に制度面の変化、とりわけ報道内容やジャーナリストへ

の規制強化などに焦点をあててきている。例えば、先行研究はメディア関係者の職業資

格制度の厳格化や所属団体の承認を得ていない批判的報道の禁止、規制制度の変化など

を取り上げながら、メディアに対する引き締めの強化を解説している (Brady, 2017; 小

嶋, 2014)。これらの先行研究は政治的要因に着目している一方で、政治的引き締め期の

メディアの報道内容における変化の範囲と程度を直接的に描くことができていない。他

方で、量的テキスト分析の手法を用いて、習近平政権発足以来のメディア報道における

変化を分析する先行研究もある。Jaros & Pan (2018) は百万件以上の地方の党報（党機関

紙）の記事を分析し、記事中での特定の政治的人物や団体を示す語彙の登場頻度の変化

から習近平政権以降のメディア報道における変化を実証的に示した3。また、Jaros & Pan 

(2018) は分析を通じて、地域によって、地方紙の報道にそれぞれ異なる特徴がみられる

こと、すなわち地域的差異の存在を指摘している。しかし、Jaros & Pan (2018) はメディ

ア報道の変化を通じて中国の政治権力構造の変化を発見することに主眼を置いたため、

中国メディアの宣伝機能における変化を中心に解明している。一方で、中国の市場志向

メディアを中心にみられる、権力と社会の不正を批判し、監視する機能における変化は

解明されないままである。 

そこで、本研究は先行研究の欠陥を補うものとして、メディアの宣伝機能と「番犬機

能」（すなわち、権力と社会の不正を批判し、監視する機能）の両方の変化に着目し4、

政治的引き締めが強まる中での地方紙のニュース生産の特徴を量的に捉えることを試み

る。本研究は時間的変化と地域比較の視点を取り入れ、次の二つの問いを設定した上

で、地方の党報と都市報を対象に実証分析を行う5。 

第一に、中央への集権とメディア統制の強化によって、地方紙のニュース生産実践に

いかなる時間的変化がみられるのか。 

第二に、地方紙のニュース生産における地域的差異は存在するのか。もし存在すると

すれば、中央への集権とメディアコントロールの強化によって、地域的差異は拡大・縮

 
3 Jaros & Pan (2018) は省・直轄市レベルの党報の記事に対する分析を通じて、党の最

高指導者と政治的影響力を有する人物が党報において大きく取り上げられる傾向がある

ことを明らかにした。そのうえで、習近平政権の発足後の党報記事における具体的な変

化として、次の三つを示した。一つ目の変化として、2012 年以降、地方党報における最

高指導者、中央級組織の登場頻度が増加している。二つ目の変化として、地方党報にお

ける中国国外の政治的人物に関する報道が減少傾向にある。一方で、三つ目の変化とし

て、地方党報における党の組織・機関の登場頻度は減少する傾向にある。Jaros & Pan 

(2018) は地方党報の政治的人物・組織に対する報道において地域的差異が顕著であるた

め、各地の党報に見られる変化は一律ではないと指摘している。 
4 本研究では「番犬機能」を、報道を通じて権力、社会不正を批判し、監視する中国

メディアの機能の意味で用いる。ただ、中国における権力批判のメディア実践は、一般

に理解されている、資本主義国家における「番犬」機能の程度には及ばないものである

ことは指摘しておきたい。 
5 都市報とは、都市住民をターゲットとし、国家の財政補助を受けず、発行と広告収

入で経営されている市場志向の新聞を指す。 
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小する傾向のどちらにあるのか。 

以上の二つの問いを解明するために、本研究は腐敗問題報道を研究事例に、予め任意

の語彙を選定して教師として学習させることができる半教師あり学習の手法を用いて、

地方紙のニュース生産実践における特徴と変化を、党報・都市報の区別を考慮して解明

する。 

本研究の分析結果を先取りすれば、政治的引き締めに伴って、2015 年以降党報・都市

報にかかわらず、地方紙の腐敗報道において宣伝フレームが大幅に強調されるようにな

ったことが確認された。また、腐敗報道の取り上げられ方における地域的差異が大幅に

縮小する傾向にあることが分かった。以上から、習近平体制の発足後、中国地方紙のニ

ュース生産実践における実質的変化が生じていたことを明らかにした。 

本研究のオリジナリティは、計量テキスト分析の手法を取り入れて、時間と空間を横

断する体系的な比較分析を可能にしたことにある。一般的に少人数で行うメディア研究

では、内容分析にかかる時間と金銭は限られているため、サンプリング数を最小限に抑

える必要がある。本研究は計量テキスト分析の新しい手法を取り入れることで、広範囲

で大量のデータ分析を効率的に行うことを可能にした。これによって、中国の政治的引

き締めが強まる中での地方紙のニュース生産の特徴を量的に捉えることができ、中国メ

ディアの生産に影響しうる他の変数との関連の発見にも寄与することができる。 

また、本研究の学術的意義として次の二つが挙げられる。一つ目に、本研究で取り入

れたメディア報道の変化を量的に捉える手法が、権威主義体制国家の政治的環境の変容

を測るための新たな標準的手法となる可能性がある。二つ目に、本研究で取り入れた独

自の実証手法とリサーチデザインは、中国メディアの分析だけではなく、日本など民主

主義国家でのメディア分析にも適用できる可能性がある。 

 

２．研究事例としての腐敗報道と本研究の仮説 

 

本研究は腐敗問題報道を事例として用いる。その理由は次の二つである。一つ目に、

腐敗問題は中国共産党政権が重視し、大衆が高い関心を寄せる重要な議題であるからで

ある。二つ目に、改革開放以来、メディアは腐敗問題を継続して取りあげてきており、

腐敗問題報道に関する新聞記事のデータもアクセス可能な状態にあるため、長期間の分

析を実行しやすいからである。 

中国では腐敗問題は最も重要な政治的議題の一つである。改革開放政策が実施されて

以来、中国では経済体制改革が進められた一方、政治体制改革は遅れている。それによ

って生じた問題の一つが、経済の高度成長に伴う官僚や政府関係者の腐敗が深刻化しつ

つあることである。ピュー研究所 (Pew Research Center) が中国で実施したサーベイ調査

の結果によると、大衆は官員の腐敗を中国社会における問題として認識している。同研

究所が実施した調査によれば6、官員の腐敗を「重大な問題」及び「ある程度重大な問

 
6 ピュー研究所の調査は中国の 18 歳以上の成人のうちから多段抽出法を通じて選出し

た 3,000 名以上に対する対面インタビューに基づいている。サンプル数は 2008 年では 3,
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題」として認識している調査協力者の割合は 2008 年には 78%、2012 年には 85%、2015

年には 84%である。この調査結果から、ここ十数年で中国大衆の腐敗問題への関心が高

まりつつあることがわかる。 

これほど社会的に注目されている腐敗問題にうまく対処できなければ、大衆は社会的

な不公平感や不満を募らせ、ひいてはガバナンスの効率も損なわれてしまうため、共産

党政権の正統性が脅かされる恐れもある。政治指導者たちも中国における腐敗問題の深

刻さを認識している。例えば、2012 年 11 月に胡錦濤と習近平はいずれも公の場で「腐

敗問題がこのまま深刻化すれば、共産党の滅亡、国の滅亡をもたらす」と腐敗の弊害を

強調した7。しかし中国では、制度の欠如を背景として、制度を通じたアプローチではな

くキャンペーン式の反腐敗運動が、腐敗対策の中心となっている。改革開放以降、中国

では政治指導者の交代にもかかわらず反腐敗キャンペーンが繰り返し行われてきた8。 

中国共産党は政府の健全性を強化し、政権の正統性を維持するために、メディアが腐

敗問題を取り上げることを必要としている。したがって、中国共産党と政府は腐敗問題

の取り上げられ方に制限を加えることはあっても、一般的に腐敗報道を禁止することは

ない。中国共産党と政府は、その立場に起因する形で、メディアに次の二つの報じ方を

求めている。一つ目は、腐敗問題が生じた原因を現行の制度、政治指導者、共産党政権

に求めないように世論を導くことである。二つ目は、腐敗を取り締まることができる政

党として共産党政権のイメージ向上をアピールすることである。一方で、大衆（市場）

側からすれば、自身の利益にかかわる官僚、政府関係者などの不正行為を暴露・批判す

る報道を通じて、権力に対する監督を果たすことを報道に期待している。そして、一部

の市場志向の新聞は激しい市場競争を勝ち抜くために、「番犬志向」のイメージをアピー

ルすることを通じて経営の成功を収めようとする(王毓莉, 2017, p. 167) 。それゆえ、地

方紙が中国共産党と政府の期待に応じるために宣伝機能をより重視しているのか、ある

いは大衆（市場）ニーズを満たすためにより権力批判機能を重視しているのかによっ

て、腐敗問題の報じ方が異なる可能性が高い。 

地方紙の腐敗報道において、「宣伝」と「番犬」という二つの対立する報道フレームが

存在しているという前提から、本研究は中国地方紙の腐敗報道の特徴として、次の三つ

の仮説を導き出した。 

一つ目に、新聞の属性によって、地方紙の腐敗記事において、異なる報道フレームが

見られる可能性がある。中国の新聞は政治志向の党報と市場志向の都市報からなる。ニ

 

212 名、2012 年では 3,177 名、2015 年では 3,649 名である。参照元：https://www.pewrese

arch.org/global/2015/09/24/corruption-pollution-inequality-are-top-concerns-in-china/  https://

www.pewresearch.org/global/2012/10/16/growing-concerns-in-china-about-inequality-corruption/

 最終閲覧日：2022 年 1 月 10 日。 
7 胡錦涛は第十八回共産党代表大会（十八大）の報告にて腐敗問題について言及し、

習近平は 2012 年 11 月中国共産党政治局第一回集団学習会で腐敗問題と共産党政権の存

続について言及した。 
8 例えば、習近平は中国共産党の最高指導者に就任してまもなく「虎も蝿も同時に叩

く（幹部の行政レベルに関係なく、腐敗を取り締まる対象とする）」を掲げた反腐敗キャ

ンペーンを実行した。このキャンペーンによって、数百名の高級幹部が摘発された。 
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ュース生産において、共産党・政府寄りの党報は宣伝フレームを強調する可能性が高

い。他方で、都市報は市場の需要を重視しているため、報道において番犬フレームを強

調する可能性が高い。このことから、本研究の一つ目の仮説を導き出せる。 

 

仮説１：地方紙による腐敗報道において、党報は都市報より宣伝フレームを

重視している。 

 

二つ目に、政治的引き締めに伴って、地方紙の腐敗記事において、報道フレームの変

化が生じる可能性がある。政治的引き締めの一つとして、メディアコントロールの強化

がしばしば取り上げられる。メディアコントロールが強化される場合、地方メディアは

政治的リスクを回避するために、腐敗報道において、中国共産党・政府の期待する方向

へニュースの取り上げ方を変化させる可能性がある。このことから、本研究の二つ目の

仮説を、次のように提示することができる。 

 

仮説２：地方紙による腐敗報道においては、党報・都市報にかかわらず、主

要なメディアフレームが共通して変化する時期がみられる。 

 

三つ目に、政治権力の構造変化によって、地方紙の腐敗記事における報道フレームの

変化が生じる可能性がある。政治権力が中央に集中した場合、それは地方レベルの自律

性の低下につながる。それによって、地方紙の腐敗報道の取り上げ方も同質化する可能

性が高い。このことから、本研究の三つ目の仮説を導き出せる。 

 

仮説３：政治権力の中央への集中に伴って、地方紙の腐敗報道フレームにお

ける地域的差異が縮小していく。 

 

３． リサーチデザイン 

 

３－１ 分析手法 

本研究では半教師あり学習 (semi-supervised learning) の手法を用いて分析を行う。中

国の十数地域の地方紙の腐敗報道を対象とする分析を通じて仮説を検証するためには、

膨大な量の新聞記事を分析する必要がある。半教師あり学習は、「人間によって与えられ

た語彙を手がかりに、機械がコーパスから語の関係を学習し、文書の分類を行う統計モ

デルである」(カタリナック&渡辺(=Watanabe), 2019, p. 138)。分析には量的テキスト分析

に特化した R のパッケージである quanteda の LSS (Latent Semantic Scaling) を用いる9。

LSS は、Watanabe (2017)によって開発された文書の特徴を予測するモデルであり、「特異

 
9 quanteda は、社会科学向けの量的テキスト分析に特化したパッケージであり、文書

から最終的な分析まで、自然言語処理を活用して大量のテキストデータを分析する必要

がある R のユーザー向けに開発されたものである (Benoit et al., 2018)。 
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値分解 (SVD) によってノイズが取り除かれた文書行列の中で、一般的な感情語と政治

的な特徴語の距離を計算し、文書の政治的な感情を予測する」ベクトル空間モデルの応

用である (カタリナック&渡辺 (=Watanabe), 2019, p. 138)。LSS は英語のみならず、日本

語、ロシア語、アラビア語など多言語に対応できるため、これまで多くの研究で文書か

ら感情やフレームを抽出するために用いられている (Watanabe, 2020) 10。 

本研究では、まず、ロバート・エントマン (Robert Entman) のフレーミング理論に依

拠して報道フレームの判定基準を作成する。その判定基準を踏まえて、「宣伝」と「番

犬」フレームの特徴語をあらかじめ設定する。また、特徴語から構成される辞書を用い

て、データのトレーニングを行う。次に、機械が学習を通じて、記事の報道フレームを

予測する。なお、予測の結果は特定フレームに含まれる特徴語の距離を予測したもので

あり、記事のフレームの傾向は数値で示される。 

 

３－２ 腐敗に関する記事の報道フレームの判定基準 

フレーミングは、本質的に選択と顕出性を伴う (Entman, 1993, p. 52)。フレーミングは

一部の出来事や議題のいくつかの側面を選択的に強調し（同時に他の側面を表面化させ

ないようにする）、さらにこれらの側面の間のつながりを作ることで、特定の解釈、評

価、問題の解決策などを促進するプロセスとして捉えられている (Entman, 2003, p. 

417) 。また、フレームを構成する言葉やイメージは、政治的な論争におけるいずれか一

方を刺激するものであるため、その他の記事内容と区別できる (Entman, 2003, p. 417)。

そこで、本研究は Entman (1993) が提起した四つの基本的報道フレームのうちの三つ、

具体的には①問題の定義、②原因の特定、および③問題の解決方法に着目して、地方紙

の腐敗に関する記事の報道フレームの抽出を行う (Entman, 1993, p. 52) 11。 

本研究が着目するのは腐敗報道における「宣伝」と「番犬」という対立するフレーム

である。「宣伝」と「番犬」フレームそれぞれの判定基準は次の通りである。第一に、

「宣伝フレーム」の判定基準については、①腐敗の取り締まりを政治指導者の敏腕、共

産党政権のガバナンスの成果として強調する、②腐敗の原因を官員個人の問題（道徳の

欠如など）に求める、③腐敗を防ぐために個人の意志や自律精神に頼ることを提唱す

る、の三点のいずれかにあてはまるものを宣伝フレームと判定する12。第二に、「番犬フ

レーム」の判定基準については、①官員の腐敗によって大衆が大きな損失を被ったこと

を強調する、②腐敗の原因を現行制度、政治体制の問題に求める、③腐敗を防ぐために

権力への監視が必要であることや、情報公開や市民の知る権利などの必要性を強調す

 
10 例えば、Watanabe (2017) は、LSS を用いて大規模な新聞記事に対する感情分析を行

っている。 
11 エントマンはある争点をめぐる報道のフレームを①問題の定義、②原因の特定、③

道徳的判断、④問題の解決方法の四つに分けて分析を行った (Entman, 1993, p. 52)。本研

究で道徳的判断を取り入れなかった理由は、本研究が着目している「宣伝」と「番犬」

フレームが腐敗に対する批判を共有しているからである。 
12 Chen & Zhang (2016) は、新華社の記事に対する内容分析を通じて、腐敗の原因を官

員個人の問題に求め、その解決策として個人レベルの対応を呼びかけるフレームの存在

を実証的に示している。 
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る、の三点のいずれかにあてはまるものとする。 

 

３－３ 種語についての説明 

予め設定した宣伝フレームと番犬フレームの判定基準を踏まえて、本研究は両フレー

ムの種語として、各 10 語を選んだ13。選定した種語は表 １に示した通りである。 

  

表 １ 種語一覧表（カッコ内は中国語） 

 

 

３－４ データの収集 

本研究は、「Wisenews」というデータベースを通じて、キーワード検索で記事の収集

を行った14。「腐敗」に関する記事を漏れなく収集できるように、本研究は検索キーワー

ドとして、「腐敗」に加えて、賄賂などの関連語も入れた15。さらに、データのクリーニ

ングを経て、最終的には中国の地方紙 22 紙からの 144,435 件の記事を対象に分析を行っ

た16。次に分析データについて詳細に説明する。 

 
13 種語がコーパスの中の「宣伝／番犬」フレームとまったく関係がない項目と関連し

ていないことを確保するため、種語を選定する過程で種語のテストを繰り返し行った。 
14「Wisenews」は香港を本拠地とする企業である Wisers Information Limited が運営して

いる新聞のデータベースである。「Wisenews」からは 2000 年代以降の党報および中国の

主要な市場志向新聞の記事内容にキーワード検索でアクセス可能である。しかし、

「Wisenews」の欠点として、新聞に掲載されたすべての記事内容がデータベースに登録

されているわけではないことは指摘しておきたい。とりわけ 2000 年代前半、都市報の創

刊期における記事は大幅に欠損している。それにより、一部の分析の結果が影響される

可能性がある。 
15 検索語として、「腐敗＝腐敗&貪&腐&収賄&賄賂」を設定した。 
16 中国大陸以外の国、地域での腐敗問題に関する内容や、歴史、娯楽と文学（主にテ

レビドラマ・小説のシナリオなど）の記事が混在したため、新聞記事に明記されている

ジャンルを参考に、データのクリーニングを行った。 

宣伝フレーム 番犬フレーム

1 決して［…を］しない（绝不） 公民（公民）

2 決心（决心） 侵犯（侵犯）

3 党派心（党性） ［制度が］完備でない（不健全）

4 修養（修养） 弊害（弊端）

5 清廉（清廉） 最高責任者（一把手）

6 純潔（纯洁） チェックアンドバランス（制衡）

7 忠誠（忠诚） 制約（制约）

8 自分で自分を戒める（自警） 申告（申报）

9 自信（自信） 情報公開（阳光）1

10 己を律する（律己） 透明（透明）

1 日本語で情報公開法を意味する「阳光法案」という言葉に使われる意味での「阳光」であるた

め、ここでは「情報公開」という訳語をあてている。

注:
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まず、本研究は次の二種類の新聞を分析対象とした17。一つ目は、中国の各地域新聞

市場における主要な朝刊の都市報である。このうち、「Wisenews」上でデータが極端に

不足している一部の新聞は取り除き、最終的に分析対象としたのが次の新聞である18。

北京市の『京華時報』『新京報』と『北京晨報』、広東省の『南方都市報』と『新快報』、

上海市の『東方早報』と『新聞晨報』、江蘇省の『現代快報』、天津市の『毎日新報』、湖

北省の『楚天都市報』、湖南省の『瀟湘晨報』、重慶市の『重慶商報』、浙江省の『都市快

報』、山西省の『三晋都市報』、四川省の『華西都市報』、河北省の『燕趙都市報』、河南

省の『大河報』、福建省の『海峡都市報』、雲南省の『都市時報』である。二つ目は、北

京・上海・広東の党報であり、これについては『北京日報』『解放日報』と『南方日報』

の三紙を分析対象とした。このように、党報を合わせて計 15 地域からの 22 紙を分析対

象とした。 

そして、本研究の分析期間は 2004 年から 2017 年までに設定した19。各新聞の記事数

の内訳は表 ２に示す。そのうち、党報である『北京日報』、『解放日報』、『南方日報』3

紙は合わせて 26,878 件で、残りの都市報 19 紙は合わせて 117,557 件である。 

 

表 ２ 地方紙記事数の内訳 

 

 

３－５ 分析のプロセス 

本研究の LSS を用いた半教師あり学習は次の二つのプロセスに分けて分析を行う（図 

１）。一つ目のプロセスは、データのトレーニングである。本研究では、北京・上海・広

東から、党報と都市報 1 紙ずつを選んで、トレーニング・データとした20。トレーニン

グでは、「宣伝/番犬」フレームの種語を用いて、予測モデルを作った。具体的には、宣

伝フレームの種語は一律して値を「1」に設定し、一方で、番犬フレームの種語として特

定した言葉には値が「-1」と設定されている。二つ目は、データの分析である。予測モ

デルを基準に、機械が党報 3 紙と都市報 19 紙の記事のフレームを予測する数値を算出し

 
17 本研究では省・直轄市レベルの行政区画によって地域を分け、分析対象の選択を行

った。 
18 北京・上海・広東の三大地域に限っては、主要な都市報が 2 紙以上存在するため、

都市報の選択によって生じるバイアスを避けるために、主要な都市報をすべて分析対象

として取り入れた。 
19 分析期間は「Wisenews」のアクセスできる記事を最大限に利用することと、比較で

きる地方紙の数の両方を考慮して設定した。 
20 党報は１省・直轄市ごとに 1 紙しかないので、選別する必要がない。都市報を選ぶ

際は、政治に関する時事ニュースを中心に取り上げる新聞で、権力批判がみられる可能

性が高いことを基準にした。そのため、『南方都市報』、『新京報』、『東方早報』の 3 紙を

選択した。 

地域 福建 天津 浙江 重慶 四川 湖北 湖南 江蘇 河北 河南 雲南 山西

新聞

北

京

日

報

北

京

晨

報

京

華

時

報

新

京

報

解

放

日

報

東

方

早

報

新

聞

晨

報

南

方

日

報

新

快

報

南

方

都

市

報

海

峡

都

市

報

毎

日

新

報

都

市

快

報

重

慶

商

報

華

西

都

市

報

楚

天

都

市

報

瀟

湘

晨

報

現

代

快

報

燕

趙

都

市

報

大

河

報

都

市

時

報

三

晋

都

市

報

記事数 7297 7634 8939 11291 7033 6584 3831 12548 8441 16512 4547 3195 3517 3576 7905 4411 4605 6140 2999 7630 3121 2679 144435

北京 上海 広東

合計
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た21。報道フレームに対する予測値が大きれば大きいほど宣伝フレームの可能性が高

く、一方で、予測値が小さいほど記事が番犬フレームの可能性が高い。 

なお、都市報 19 紙のうち、一部の新聞の 2004 年～2008 年までのデータは収集できな

かった。データの制約のため、本研究は、長期間な傾向を観察する際には、2004 年から

2017 年までのデータが揃った 9 紙のデータを用いる22。また、多次元解析分析を用いて

仮説の検証を行う際には、19 紙のデータを用いる。 

 

図 １ 分析のプロセスのイメージ図 

  

４． 分析結果 

 

４－１ LSSの予測結果とテキスト分析の具体例 

LSS を用いた報道フレームに対する予測結果の信頼性を検証するために、内容分析を

行った。内容分析では、記事を無作為に抽出して、合計 100 件の記事をサンプルとして

用いた23。コーダーは筆者を含めた 2 人である。コーダーはコーディング・マニュアル

による説明を受けた後、コーディング作業を行った。そして、人間による内容分析の結

果と LSS を用いた予測結果を合わせて、分析結果の信頼性検定を行った。検定の指標と

してクリッペンドルフのαを用いた (Krippendorff, 2004)。その結果、LSS を用いたメデ

ィアフレームの予測結果は信頼空間の許容範囲内であった24。 

メディアフレームを量的に捉える手段としての LSS の有効性を示すために、以下では

LSS を用いてメディアフレームを予測した結果とその記事内容の具体例を二つ挙げる。 

 
21 予測値は 1 件の記事あたり、宣伝フレームと番犬フレームをそれぞれ代表する特徴

語の値の偏差で標準化された標準得点（z-score）である。 
22 分析では、分析事例 N の数を確保するために、地方紙データの欠損期間が 3 年間以

下の新聞でも分析対象とした。例えば、『東方早報』は 2004 年、2017 年のデータが欠損

しているが、分析対象としている。なお、他の地方紙のデータは本文のグラフに明示し

ないものの、因果関係を実証するためのデータとして用いる。 
23 LSS の予測値の絶対値が極めて低い記事は、人間によるメディアフレームに対する

判断が難しくなるため、サンプルを抽出する際、予測値の絶対値が 1 より小さい記事を

取り除いた。 
24 信頼性係数を算出したところ、LSS の予測結果の信頼性を示すα=.83 となった。

95%信頼区間の下限はα=.78 である。本研究では、αの係数.70 までを許容し分析に用い

た。なお、信頼性検定には統計ソフト SPSS のバージョン 23.0 を使用した。以下同。 



 

10 
 

［例１］ 

（前略）…广大党员领导干部深切表示、一定要深刻认识反腐败斗争的长期性、

艰巨性和复杂性、认识当前反腐败斗争中出现的新情况、新问题和新特点、常

修为政之德、常思贪欲之害、常怀律己之心、筑牢拒腐防变的思想道德防线。…

（中略）…市建设交通工作党委书记甘忠泽说、这些涉案人员、在贪欲、失衡

和侥幸心理驱使下、利欲熏心、不惜以身试法、最终触犯党纪国法、成为阶下

囚。他们走上以权谋私、违法犯罪道路的思想剖析、值得各级领导干部深省警

示。…25 

 

（前略）…党員・幹部の多くは、腐敗との闘いが長期的で困難で複雑であ

ることを深く理解し、現在の腐敗との闘いの新しい状況・問題・特徴を認

識し、政治家のモラル（道徳）を養うことで、強欲がもたらす弊害につい

て考え、自己を律するべきであり、そうすることで、腐敗や退化を断固と

して阻止できると語った。…（中略）…市の建設交通部門党委員会書記甘

忠澤氏は、汚職事件の関係者は貪欲に駆られ、［モラルと利益追求の（加筆

は筆者）］バランスが崩れてしまい、罰を逃れるチャンスがあると思いこん

だ結果、職権を用いて私益を図り、党の規律と法律に違反し、犯罪者にな

ってしまったとし、彼らの考えを明らかにすることは各級幹部が深く反省

し今後の戒めとする上で価値があると述べた。…（日本語訳は筆者） 

 

［例１］ のテキストでは、汚職は党員と幹部の貪欲が原因で発生したものとし、腐敗

を防ぐために党員個人の意志や自律精神に頼ることを提唱する内容がみられるため、「宣

伝フレーム」と判定できる。また、LSS を通じて予測したメディアフレームの値は 3.48

であり、人間の判断と一致する。 

 

［例２］ 

（前略）…实践表明一些地方和部门实际采购招标的权力仍然被攥在个别官员

手中、如何建立有效的监督体系是一个有待进一步解决的问题。如果缺少制衡

力量、再完善的法律也可能成为纸上画饼。而公开透明的监督是制衡的必经路

径。…（中略）…所以要想让政府采购不再结出恶果、必须从制度层面消除权

力滥用。而唯有让民众切实行使监督权利、才能真正防范和抑制公权失控。…

26 

 

一部の地方や部署では、政府調達の競争入札の決定権は依然として特定の

官員の手に委ねられていることが実践からわかってきた。いかに効果的な

監督システムを確立するのかは、今後の課題である。チェックアンドバラ

 
25 参照元：「筑牢拒腐防変思想道徳防線」『解放日報』2007 年 8 月 24 日、１面。 
26 参照元：「監督公開 才能防止濫権」『南方都市報』2010 年 5 月 21 日、AII02 面。 
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ンス（のシステム）が欠如している場合、法律が完璧なものでも、執行で

きない恐れがある。そして、開放性と透明性を兼ねる監督はチェックアン

ドバランスを実現するための唯一の方法である。…（中略）…したがっ

て、政府調達における不正を防ぐために、制度レベルの対策を講じて、権

力の濫用を防止することが必須である。さらに、大衆の権力監視の権利を

確保することによってのみ、権力の濫用を防ぐことができる。…（日本語

訳は筆者） 

 

［例２］のテキストでは、腐敗を防ぐために権力への監視が必要であり、情報公開や

大衆の権力監視の権利などを繰り返し強調しているため、「番犬フレーム」として明確に

判断できる。また、このテキストについてメディアフレームを予測した結果、フレーム

値が-3.91 であり、人間の判断と一致する。 

 

４－２ メディアフレームの時間的変化の検証  

本研究は、党報 3 紙と都市報 9 紙の 2004 年から 2017 年までのデータを用いて、メデ

ィアフレームにおける時間的変化を検証した。分析を通じて発見された地方紙の腐敗報

道における特徴には以下の三つがある。 

一つ目に、党報と都市報には腐敗問題の報じ方に明確な差異がみられる。党報・都市

報の各メディアフレーム値の経時的データを図 ２に示した。2004 年から 2015 年まで、

党報と都市報は異なる報道フレームを重視していたことが明確にみてとれる。まず、党

報 3 紙の報道フレームは、フレーム値が終始 0 以上である。ここから、2004 年から 2017

年までの期間中、党報の腐敗報道においては、一貫して宣伝フレームを中心に記事が構

成されていたといえる。対照的に、都市報 9 紙の報道フレームを予測した結果、フレー

ム値は 2015 年まで終始 0 以下である。これは、都市報は腐敗問題の報道において、主に

番犬フレームを用いていたことを意味する。このように、党報と都市報は、2015 年まで

に腐敗報道においてそれぞれ異なる報道フレームを用いている。 

二つ目に、党報と都市報の報道フレームからは共通した時間的変化が観察できる。図 

２から、党報と都市報が共通してフレーム値の明確な上昇を見せた時期が二つみられる

27。フレーム値の一つ目の上昇期は、2010 年あたりから始まり、2012 年 11 月の胡錦涛

体制から習近平体制への交代までである28。党報は 2010 年までメディアフレーム値が上

下しており、宣伝フレームを重視する程度が時期によって異なっていたことが見て取れ

る。しかし、2010 年末から 2012 年末までの期間については、党報のメディアフレーム

値が大幅に上昇する傾向が明確に見られる。他方で、都市報 9 紙の記事については 2004

 
27 都市報のフレーム値における二つの上昇期については、19 紙を用いて分析しても同

じ傾向が明確にみられた。 

28 胡錦涛体制と習近平体制の交代は 2012 年 11 月に行われた。2012 年 11 月 15 日に開

催された中国共産党第十八期中央委員会第一回全体会議において、習近平が党の最高職

である中央委員会総書記と党中央軍事委員会主席として選出された。これをもって、習

近平が正式的に中国の最高指導者として就任した。 
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年から 2010 年までフレーム値における明確な変化はほぼみられなかった。しかし、2010

年以降、都市報 9 紙のフレーム値が徐々に上昇していき、2012 年の指導者の世代交代の

時点になると、フレーム値の平均値は 0 以上の数値となった。この変化は、都市報が腐

敗問題を報じるフレームに大きな転換があった結果と捉えることができる。つまり、都

市報の番犬フレーム中心から宣伝フレーム中心への移行である。また、習近平政権が発

足してから約 2 年間、党報と都市報のメディアフレーム値にはいずれも緩やかな下落傾

向が観察できる。とはいえ、いずれのフレーム値も 2010 年以前の平均レベルには戻ら

ず、相対的に高い数値を保ったままである。これは、腐敗報道における変化に持続的な

効果があるためであると説明できる。 

 

 

図 ２ 党報と都市報のメディアフレーム値の経時的比較（2004～2017） 

 

次に、二つ目の上昇期は、習近平政権が発足してからおよそ 2 年後の 2015 年あたりか

ら、2017 年までである。図 ２から、2015 年以降、党報 3 紙と都市報 9 紙のフレーム値

の平均値が急激に上昇する傾向が見て取れる。とりわけ、2016 年以降の都市報のフレー

ム値は 2013 年以前の党報のフレーム値よりも高い。これは都市報が党報と同様に宣伝フ

レームを中心に腐敗問題を報じるようになったことを意味する。そして、フレーム値の

変化から、都市報の腐敗報道における根本的な変化が生じたといえる。2016 年以降、都

市報と党報における差異は、宣伝フレームを重視することを前提とした程度の差にすぎ

ない。 

三つ目に、党報と都市報の腐敗問題の報じ方における地域的差異がいずれもある程度

見て取れる。まず、地域別に党報のメディアフレーム値の変化を示したのが図 ３であ

る。『北京日報』と上海の『解放日報』は時系列的に見ても、明確な差異がみられず、報
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道フレームの変化も同一歩調をとっている。一方で、2004 年から 2010 年までの間、『南

方日報』と『北京日報』および『解放日報』の両紙との間には報道フレームにおける明

確な差異が見られる。広東省の党報である『南方日報』のメディアフレーム値は 2010 年

まで継続的に 0 に近く、『北京日報』と『解放日報』より低い水準にとどまっていた。こ

の結果からは、2004 年から 2010 年の間『南方日報』は腐敗報道において宣伝フレーム

を中心としていたが、3 紙のうちもっとも都市報寄りの報じ方をしていたといえる。し

かし、2010 年以降の一つ目の上昇期から、『南方日報』は他の二紙と同調するようにな

った29。このように、党報 3 紙のみに限っても、2004 年から 2010 年の間、腐敗報道にお

ける地域的差異──具体的には広東の『南方日報』と北京・上海の党報 2 紙との差異─

─が確認できた。一方で、このような地域的差異は、2010 年以降明確にみられなくなっ

た。 

 

 

図 ３ 地域別にみる党報のメディアフレーム値の時間的変化（2004～2017） 

  

また、地域別に都市報のメディアフレーム値の変化を示したのが図 ４である。都市報

における地域的差異を検証するために、本研究では、長期間のデータが入手できた都市

報 9 紙のデータを用いて、北京・上海・広東・四川・河南の五つの地域に絞って分析を

行った。図 ４から、都市報における地域的差異は、おもに報道フレームの変化時期にお

ける差異であることがわかった。地域によって、都市報の報道フレームが番犬フレーム

から宣伝フレームに転換する時期が異なる。まず、一つ目の上昇期（2010～2012 年 11

 
29 『南方日報』は 2015 年から 2017 年までのデータが欠損しているため、2015 年以降

の報道フレームにおける変化の有無は確認できない。 
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月）において、先に宣伝フレーム中心へと転換した都市報の所在地域は四川と河南であ

る。対照的に、一つ目の上昇期において、北京・上海・広東三地域の都市報の腐敗報道

からは明確なフレームの変化はみられなかった。そして、二つ目の上昇期（2015 年以

降）において五つの地域でいずれも都市報のメディアフレーム値の大幅な上昇がみられ

たが、フレーム値の上昇時期と上げ幅にも差異がみられる。2015 年ごろに腐敗報道が宣

伝フレーム中心に転換した都市報は順に、四川、上海、河南である。一方では、北京・

広東の都市報は 2016 年まで番犬フレームを中心に報道を展開していた。2017 年以降、

両地域の都市報にも報道フレームの転換がみられ、広東、北京の順に宣伝中心へシフト

した。また、フレーム値の上げ幅からも地域的差異がみられる。2015 年以降の同時期の

フレーム値は、降順で言えば、四川、河南と上海（時期によって二地域の順番の入れ替

わりがある）、広東、北京の順番である。言い換えれば、宣伝フレームを強調する程度で

言えば、五つの地域の中で四川のメディアが最も宣伝を強調しており、一方で、宣伝フ

レームを強調する度合いは北京が最も小さい。2017 年以降、党報と都市報の差異と地域

間の差異はいずれも、都市報の報道フレームが「宣伝」に転換するとともに縮小する傾

向がみられる。このように、都市報の腐敗報道における地域的差異として、主に二つの

上昇期におけるフレーム転換の時期と宣伝フレームを強調する度合いにおける差異がみ

られる30。 

 

 

図 ４ 地域別にみる都市報のメディアフレーム値の時間的変化（2004～2017） 

 
30 Lei (2016)は内容分析を通じて、北京・上海・広東の三地域の報道内容における差異

を実証的に示した。しかし、本研究の分析からは、2004 年から 2010 年までの間、5 地域

の都市報の報道フレームにおける明確な差異はみられなかった。実証分析の結果に差異

が生じた原因は事例の選択や、分析手法の違いに関連していると考えられる。 
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以上、地方紙の腐敗報道における特徴から、メディアの報道フレームは中国の新聞の

属性（党報・都市報）、および新聞の所在地域と関連している可能性が高いといえる。ま

た、メディアの報道フレームにおける明確な上昇期の存在から、中国では、メディアの

ニュース生産に大きな影響を与える特定の時期があるといえる。 

 

４－３ 統計分析の結果  

また、本研究は統計分析を用いて、特徴的記事、新聞の属性、政権、所在地域などと

新聞の報道フレームとの関係を確認した。 

次の二つの統計分析を行った。第一の分析として、LSS を通じて予測したメディアフ

レーム値と一部の特徴的記事との関係を検証した。ここでは、本文で政治指導者に言及

したもの31、記事のクレジットが「新華通信社（略：新華社）」あるいは「人民日報」と

して明記されているものを特徴的な記事とした。これらを特徴的記事とみなす理由は次

の二つである。一つ目に、中国では、政治指導者（失脚した指導者も含む）にかかわる

報道内容は厳しく管理されているため、政治指導者に言及がある報道は政治宣伝的内容

となる可能性が高いからである。二つ目に、人民日報と国家通信社の新華社は一般的に

中国共産党・国家の立場を代表するメディアと認識されているため、記事が政治宣伝を

強調する可能性が高いと考えられるからである。なお、クレジットの判定は機械が行う

ため、本文において「新華社」「人民日報」の言及がある場合、クレジットを明記してい

るとする。分析で投入した変数は次の通りで、いずれもダミー変数となっている。まず

①特徴的記事として政治指導者言及の有無（言及あり= 1、 言及なし= 0）、新華社記事

（新華社記事= 1、 新華社記事以外= 0）、人民日報記事（人民日報記事= 1、 人民日報記

事以外= 0）という三つを設定した。そのほか、②党報（党報= 1、 都市報= 0）、③習近

平政権（習近平政権= 1、胡錦涛政権= 0）となっている。 

第二の分析として、新聞の所在地域とメディアフレーム値との関係を明らかにするた

めに統計分析を行った。分析には、北京・上海・広東の三地域から合わせて 10 紙のデー

タを用いた32。投入した変数には、新聞の属性、新聞の所在地域と政権などダミー変数

を加えた。新聞の所在地域の変数は次のように作成した。北京をレファレンスカテゴリ

ーとしたうえで、広東（広東= 1、 広東以外= 0）、上海（上海= 1、 上海以外= 0）とい

 
31 本研究では「政治指導者」という言葉を、分析期間中に中国共産党中央政治局常務

委員会のメンバーであった人物を意味するものとして用いる。具体的には次の諸人物が

含まれる。胡錦涛、習近平、温家宝、李克強、呉邦国、賈慶林、曽慶紅、呉官正、李長

春、黄菊、羅干、賀克強、周永康、張徳江、兪正声、劉雲山、王岐山、張高麗、栗戦

書、王滬寧、趙楽際、汪洋、韓正。 
32 10 紙の詳細は表 ２を参照。北京の対象新聞には『新京報』と『京華時報』が含ま

れる。『新京報』と『京華時報』はそれぞれ、2011 年まで光明日報報業グループと人民

日報社といういずれも全国紙を発行する企業によって発行されていたため、厳密に言え

ば地方紙ではない。しかし、両紙は 2011 年以降北京宣伝部に管轄されることになったた

め、北京の地方紙となった。本研究では、両紙の北京新聞市場における重要性を考慮し

て、分析対象とした。 
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う二つのダミー変数を設けた33。 

統計分析の結果は以下の通りである。 

 

（１）特徴的記事とメディアフレーム値との関係 

表 ３には、メディアフレーム値を応答変数とする重回帰分析の結果を記載している。

まず、特徴的記事のうち、政治指導者の言及、新華社クレジット、人民日報クレジット

という三つの説明変数はいずれも統計的に有意である。政治指導者の言及がある記事は

言及がない記事よりメディアフレーム値が 1.07 も高い。また、地方紙が『人民日報』の

記事を転載する場合、そうでない場合よりメディアフレーム値が 0.33 高い。さらに、地

方紙が『新華社』の記事を掲載する場合、そうでない場合よりメディアフレーム値が

0.17 低い。政治指導者の言及と『人民日報』記事が宣伝フレームに関連することはある

程度予測通りといえる。一方で、『新華社』記事の方が番犬志向であることは予想に反す

る結果となった34。この結果から、新華社は腐敗問題をめぐる報道において、比較的に

大きな報道の自由度があると推測できる。また、腐敗報道における新華社と人民日報の

役割がそれぞれ異なる可能性が考えられる。 

さらに、新聞の属性とメディアフレーム値との関係も統計的に有意である。党報記事

は都市報記事よりメディアフレーム値が 0.30 高い。また、習近平政権ダミーも統計的に

有意な結果となっており、胡錦濤政権よりもメディアフレーム値が 0.10 高く、宣伝道具

志向であることが示された。これらの結果は４－２ メディアフレームの時間的変化の

検証（４－２）における発見と一致している。 

  

表 ３ 重回帰分析の結果35 

 

 
33 広東、上海が両方 0 となるときは、地域が「北京」となる。 
34 なお、単回帰分析の結果、新華社クレジットとメディアフレーム値の関係は統計的

に有意であるが、『新華社』の記事を掲載する場合はそうでない場合よりわずか 0.02 低

い。 
35 メディアフレーム値が予測できなかった記事 3 件を取り除いたため、観測数は

144,432 である。 

説明変数 標準誤差

政治指導者の言及 1.07 *** 0.01

新華社 -0.17 *** 0.01

人民日報 0.33 *** 0.02

党報 0.30 *** 0.01

習近平政権 0.10 *** 0.01

定数項 -0.15 *** 0.00

観測数 144432

0.12

係数

自由度調整済み決定係数

応答変数：メディアフレーム値

※***p< 0.001 , **p< 0.01, *p<0.05
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（２）新聞の所在地域とメディアフレーム値との関係 

 

表 ４には、メディアフレーム値を応答変数とする重回帰分析の結果を記載している。

重回帰分析の結果から、腐敗報道における地域的差異は統計的に有意であることがわか

った。北京と上海の間に、わずかな差異がみられた。上海の地方紙による腐敗報道は北

京の地方紙よりメディアフレーム値が 0.10 高い。一方で、広東の地方紙は北京の地方紙

とメディアフレームにおいて統計的に有意な差がみられなかった。ここから、北京と広

東のメディアは腐敗報道のフレームが類似していると考えられる。 

 

表 ４ 重回帰分析の結果36 

 

 

５． 結論と考察 

 

本研究の目的は、腐敗報道の分析を通じて、中国の権威主義体制下の地方紙のニュー

ス生産における時間的変化と地域的差異を解明することである。本研究では、党報と都

市報の比較の視点を加えて、地方紙の腐敗報道におけるメディアフレームの時間的変化

と地域的差異を実証的に示した。 

分析の結果について、次の三点を述べたい。 

一点目は、党報と都市報の報道フレームにおける差異である。分析から、2015 年ま

で、党報は宣伝フレームを中心にしており、都市報は番犬フレームに重点を置いていた

ことがわかった（図 ２）。この分析結果は、党報が宣伝教化を中心に担い、都市報が市

 
36 北京・上海・広東の三地域の 10 紙計 90,110 件の記事から、メディアフレーム値が

予測できなかった記事 2 件を取り除いたため、観測数が 90,108 となった。 

説明変数 標準誤差

政治指導者の言及 1.03 *** 0.01

新華社 -0.12 *** 0.01

人民日報 0.41 *** 0.02

党報 0.38 *** 0.01

習近平政権 0.06 *** 0.01

広東 0.01 0.01

上海 0.10 *** 0.01

定数項 -0.25 *** 0.01

観測数 90108

0.14

応答変数：メディアフレーム値

係数

自由度調整済み決定係数

※***p< 0.001 , **p< 0.01, *p<0.05
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場を重視する役割分担が存在するという従来通りの認識と一致している。一方で、近年

党報と都市報が融合傾向にあるというという指摘もある (工藤文 & 于海春, 2016)。本研

究の分析を通じて、2015 年以降都市報の報道フレームが番犬フレーム重視から宣伝フレ

ーム重視に転換していることを発見した。ここから、腐敗をめぐる報道にうかがえる党

報と都市報の融合傾向は、主に都市報の報道フレームの「党報化」であるといえる。し

たがって、中国の権威主義体制において、新聞の役割は固定したものではなく、外的状

況の変化に従って変化していくものだと考えられる。 

二点目は、地方紙の報道フレームにおける時間的変化である。2009 年以降、地方紙の

メディアフレーム値の上昇期が二つみられた（図 ２）。一つ目の上昇期は、2010 年なか

ば以降、つまり Shambaugh (2016) によって指摘された政治的引き締めが開始されてから

1～2 年後に見られた。ここでは、党報か都市報かにかかわらず、地方紙が腐敗報道にお

いて宣伝フレームを重視する程度が強化される傾向が見られた。この結果は、習近平政

権以前からメディアによる権力批判に対する許容範囲が狭まる傾向にあったと解釈でき

る。二つ目の上昇期は習近平政権が発足してからおよそ 2 年後に観察された。習近平体

制下では、党報・都市報に関係なく地方紙の宣伝機能が大幅に強化される傾向が見られ

た。とりわけ目を引くのは、都市報のニュース生産における急激な変化である。ここか

ら、習近平政権以降の中国では、政治権力の中央集中やメディアコントロールの強化の

結果、メディアによる権力批判への許容の程度が大幅に低くなっていると考えられる。

二つの上昇期は、政治的引き締めに伴い中国でメディアに対するコントロールの程度が

段階的に高まった結果だと考えられる。また、政治的引き締めが強化されてから１～2

年後にメディア報道の変化が観察される点は興味深い。ここから、政治権力構造の変化

や中国共産党・政府によるメディアへの締め付けがメディアのニュース生産実践に実質

的変化をもたらすまでには一定の時間がかかる可能性があると考えられる。 

三点目は、地方紙の報道フレームにおける地域的差異である。分析を通じて、党報と

都市報の報道フレームから地域的差異が観察された。まず、図 ３に示したように、広東

の党報である『南方日報』は、北京・上海の党報とは異なり、宣伝フレームと番犬フレ

ームの間でバランスを取っているように見られた。しかし、2010 年以降、『南方日報』

の報道フレームにおける変化がみられ、北京・上海の党報と歩調が一致することとなっ

た。また、図 ４から見て取れるように、都市報では権力批判を弱めるタイミングに地域

的差異が見られた。北京・上海・広東・四川・河南の５地域のうち、報道フレームが宣

伝フレームに転換するのが最も遅かったのが北京と広東の都市報である。ここから、広

東と北京は、地方紙が腐敗報道において権力批判を最も重視していた地域として挙げる

ことができる。しかし、2017 年以降、どの地域の新聞も宣伝フレーム中心となったこと

から、地域に関係なく権力批判が許容されなくなる傾向が見られた。ここから、習近平

政権が発足して以来、政治権力構造の変化が政治的情報の更なる一元化をもたらしたと

いえる。 

以上、本研究は半教師あり学習を用いた地方紙の新聞記事に対する実証分析によって

政治的引き締め期におけるメディアのニュース生産の特徴と変化を明らかにした。実証
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分析を通じて、習近平体制の発足後、中国の新聞のニュース生産実践における実質的変

化──具体的には市場志向新聞の代表である都市報における宣伝フレーム中心への転換

──がみられ、地方紙はニュース生産における地域的バリエーションを失いつつあるこ

とを発見した。これらの結果から、中国の権威主義体制下における情報生産は新たな段

階に入ったといえるだろう。また、現段階において、権力批判を重視するメディア実践

は困難に直面していると考えられる。他方で、習近平政権の発足以前にすでに地方紙の

報道フレームの宣伝フレーム中心への移行が見られることも本研究は発見した。この結

果は、中国メディアの報道における変化は政権交代によるものではなく、政治的引き締

めの中での連続的変化の表れであることを示唆する。ここから、中国の権威主義体制に

おける政治的変化を、政権で区切って捉えるだけではなく、連続的な変化として捉える

必要もあることが分かる。 
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